
　
農
林
水
産
省
に
よ
る
と
、日
本
の
農
業
を
支

え
る「
基
幹
的
農
業
従
事
者
」は
、今
後
20
年

間
で
現
在
の
１
１
６
万
人
か
ら
お
よ
そ
４
分
の

１
に
ま
で
減
少
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
て
い
ま

す
。か
ね
て
よ
り
高
齢
化
や
担
い
手
の
不
足
が

課
題
と
し
て
挙
げ
ら
れ
て
き
た
農
業
業
界
で

す
が
、従
来
の
生
産
方
式
の
ま
ま
で
は
、農
業
の

持
続
的
な
発
展
や
、食
料
の
安
定
的
な
確
保
が

難
し
く
な
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。一
部
の
ス
マ
ー

ト
農
業
技
術
は
す
で
に
実
用
化
が
始
ま
っ
て
い

る
も
の
の
、農
業
者
が
減
少
し
て
い
る
今
、よ
り

生
産
性
の
高
い
農
業
を
確
立
す
る
た
め
に
作
業

の
効
率
化
が
強
く
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。そ
こ

で
政
府
は
、ス
マ
ー
ト
農
業
に
適
し
た
生
産
方
式

へ
と
転
換
を
進
め
る
と
と
も
に
、ス
マ
ー
ト
農
業

技
術
の
開
発
と
普
及
を
促
す
た
め
、「
ス
マ
ー
ト

農
業
技
術
活
用
促
進
法
」を
整
備
し
ま
し
た
。

スマート農業技術活用促進法に
基づく特例措置が受けられます

スマート農業技術の活用や技術開発をお考えの方へ

農業の生産性向上を図ることを目的に、「農業の生産性の向上のためのスマート農業技術の活用の

促進に関する法律（以下、スマート農業技術活用促進法）」が、2024年10月1日に施行されました。

スマート農業技術の活用に取り組む生産者や、技術開発に取り組む事業者が認定を受けると、

税制優遇や低利の融資を受けることができます。法律の概要や補助制度についてご紹介します。

　
ス
マ
ー
ト
農
業
技
術
の
活
用
を
促
進
す
る
た

め
に
、政
府
が
掲
げ
た
の
は「
農
業
現
場
で
の

技
術
導
入
」と「
特
に
必
要
な
分
野
の
技
術
開

発
」の
ス
ピ
ー
ド
ア
ッ
プ
で
す
。た
と
え
導
入
意

欲
が
あ
っ
て
も
、導
入
費
用
の
高
さ
や
資
金
繰

り
の
厳
し
さ
が
障
壁
と
な
っ
た
り
、先
端
技
術

を
活
用
し
た
作
業
で
は
従
来
と
比
べ
て
ふ
ぞ
ろ

い
が
発
生
し
や
す
い
な
ど
の
課
題
が
あ
り
ま
し

た
。こ
う
し
た
課
題
を
解
消
し
、ス
マ
ー
ト
農
業

技
術
の
導
入
を
推
進
す
る
た
め
、農
業
者
や
事

業
者
が
申
請
す
る「
A
：
ス
マ
ー
ト
農
業
技
術

の
活
用
及
び
こ
れ
と
併
せ
て
行
う
農
産
物
の
新

た
な
生
産
の
方
式
の
導
入
に
関
す
る
計
画（
生

産
方
式
革
新
実
施
計
画
）」や「
B
：
ス
マ
ー
ト

農
業
技
術
等
の
開
発
及
び
そ
の
成
果
の
普
及

に
関
す
る
計
画（
開
発
供
給
実
施
計
画
）」を

農
林
水
産
省
が
認
定
し
、認
定
を
受
け
る
と

金
融
・
税
制
等
の
支
援
措
置
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
る
制
度
が
登
場
し
ま
し
た
。A
は
農
業

者
ま
た
は
農
業
者
が
組
織
す
る
団
体
、B
は
ス

マ
ー
ト
農
業
技
術
の
開
発
・
供
給
を
行
う
事

業
者（
農
機
メ
ー
カ
ー
・
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
・
サ
ー

ビ
ス
事
業
者
・
大
学
、公
設
試
験
研
究
機
関

等
）が
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

A
の
生
産
方
式
革
新
実
施
計
画
と
は
、（
1
）

ス
マ
ー
ト
農
業
技
術
の
活
用（
2
）農
産
物
の

新
た
な
生
産
の
方
式
の
導
入
を
セ
ッ
ト
で
実
施

し
、農
業
の
生
産
性
を
向
上
さ
せ
る
計
画
で

す
。例
を
挙
げ
る
と
、「（
1
）農
業
用
ド
ロ
ー
ン

を
導
入
し
、（
2
）水
稲
直
播
栽
培
へ
体
系
転
換

す
る
」「（
1
）セ
ン
シ
ン
グ
用
ド
ロ
ー
ン
を
導
入

し
、（
2
）デ
ー
タ
に
基
づ
い
た
可
変
施
肥
を
実

施
す
る
」な
ど
が
想
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

B
の
開
発
供
給
実
施
計
画
は
、（
1
）ス
マ
ー

ト
農
業
技
術
等
の
開
発
と（
2
）開
発
し
た
製

品
の
供
給
を
一
体
的
に
取
り
組
む
計
画
で
す
。

政
府
が
特
に
必
要
性
が
高
い
と
認
め
た
技
術

が「
重
点
開
発
目
標
」と
し
て
定
め
ら
れ
て
お

り
、そ
れ
に
沿
っ
た
開
発
や
成
果
の
普
及
を
支

援
し
ま
す
。重
点
開
発
目
標
に
は
、ニ
ー
ズ
が

高
ま
っ
て
い
る
一
方
で
実
用
化
ま
で
至
っ
て
い
な

い
収
穫
ロ
ボ
ッ
ト
や
、機
械
収
穫
し
や
す
い
形

質
を
も
つ
品
種
の
開
発
な
ど
が
含
ま
れ
て
い

ま
す
。

　
法
律
の
施
行
と
と
も
に
申
請
の
受
付
は
開

始
さ
れ
て
お
り
、農
林
水
産
省
は「
ス
マ
ー
ト
農

業
技
術
を
導
入
し
た
い
」「
技
術
開
発
に
力
を

入
れ
た
い
」と
い
う
方
を
募
っ
て
い
ま
す
。認
定

を
受
け
る
こ
と
で
得
ら
れ
る
メ
リ
ッ
ト
に
つ
い
て

は
、次
の
ペ
ー
ジ
で
ご
紹
介
し
ま
す
。

ス
マ
ー
ト
農
業
技
術
活
用
促
進
法

策
定
の
背
景

認
定
を
受
け
る
に
は
実
施
計
画
の

提
出
が
必
要
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農林水産省

スマート農業技術の開発・供給を行う事業者（農機メーカー、ス
タートアップ、サービス事業者・大学、公設試験研究機関等）

農林水産省

農業者またはその組織する団体

●認定の対象となる事業活動
（1）スマート農業技術等の開発と（2）開発した製品の供給を一体的
に取り組む事業活動のこと。

（1）「スマート農業技術の開発」とは？
左記の（1）スマート農業技術のほか、生産方式革新事業活動のために用い
られる農業機械等、種苗、肥料、農薬その他の農業資材に関する技術の開
発に取り組むこと。（機械での収穫が容易になる形質を持つ品種の開発、自
動収穫ロボットに適した栽培体系の確立、ドローンでの散布に適した農薬の
開発など）

（2）「開発した製品の供給」とは？
開発した製品が慣行的な方法と比べて品質や費用の面で優位性を有する
ものであり、可能な限り広く供給を図ること、農業者等が適切に使用するた
めに必要な措置（アフターサービス）を実施すること。

●認定を受けるメリット
①金融上の特例措置
日本政策金融公庫から長期低利の融資を受けられます。
※【条件】償還期限は25年以内（食品等事業者は10年超25年以内）、据置期間は5年以内

②税制上の特例措置　
登録免許税の軽減
認定を受けた開発供給実施計画に従って行う会社の設立、出資の受け
入れ、これに伴う不動産の所有権の移転等の際の登録免許税の軽減を
受けることができます（令和9年3月末まで）。

③その他の特例措置
農研機構の研究開発設備等の供用等
農研機構が全国に保有する設備等の供用や専門家の派遣を受け、研究
開発・実用化に取り組むことができるようになります。供用可能な設備と
して、スマート農業技術が組み込まれた農業機械（ロボットトラクターや収量
センサ付きコンバイン）、スマート農業技術の開発に用いる設備（AI研究用
スーパーコンピューター「紫峰」、ロボティクス人工気象室、試験圃場）の
ほか、データをまとめるための会議室や農機を保管する倉庫などが想定
されています。

種苗法の特例　
新品種の品種登録を行う場合、出願料・登録料（1～6年目）がそれぞれ
3/４減免されます。

農業競争力強化支援法の特例　
農業競争力強化支援法に規定する事業参入に該当する場合、中小機構に
よる債務保証を受けることができます。

航空法の特例
ドローン等の無人航空機による農薬散布等の特定飛行を行う場合の航空
法上の許可・承認の手続きがワンストップ化されます。

●認定の対象となる事業活動
（1）スマート農業技術の活用と（2）農産物の新たな生産の方式の
導入を、セットで相当規模で行い、農業の生産性を相当程度向上させる事
業活動のこと。

（1）「スマート農業技術の活用」とは？
ロボットトラクター、自動操舵システム、自動収穫機、運搬ロボット、草刈
ロボット、リモコン草刈機、収量センサ付きコンバイン、水管理システム、
ドローン/人工衛星、環境制御システム、経営・生産管理システム、家畜の
生体管理システム、スマート選果システムなどを活用し、農産物の生産や
農業経営の管理に取り組むこと。

（2）「農産物の新たな生産の方式の導入」とは？
（あ）～（う）のいずれかに該当する生産の方式の導入に取り組むものと規定
されています。

●認定を受けるメリット
①金融上の特例措置
日本政策金融公庫から長期低利の融資を受けられます。
※【条件】償還期限は25年以内（食品等事業者は10年超25年以内）、据置期間は5年以内　など

②税制上の特例措置
投資促進税制
活動に必要となる機械等の取得等をした場合に、令和９年３月末まで、特別
償却（機械等32%※、建物等16%）の適用を受けることができます。
※スマート農業技術を組み込んだ機械装置については、７年以内に販売されたものに限る。
※スマート農業技術活用サービス事業者、食品等事業者は機械装置のみに適用され、特別償却
率25％になる。

③その他の特例措置
野菜法の特例
指定産地外の農業生産者も契約指定野菜安定供給事業に参加でき、
指定野菜の不作時に費用面での支援を受けられます。

航空法の特例
ドローンなどの無人航空機を用いて農薬散布等の特定飛行を行う場合の
航空法上の許可・承認の手続きがワンストップ化されます。

農地法の特例
農地をコンクリート等で覆う措置を実施する場合の農地法に基づく届出
がワンストップ化されます。

（1）ネギの自動農薬散布ロボットの開発＋（2）その技術を用いた農薬
散布サービスの展開

（1）ロボットトラクターの活用＋（2）圃場の合筆
（1）無人運搬ロボットの活用＋（2）省力樹形の導入による動線の確保

（あ）スマート農業技術を活用した作業効率の向上に資する圃場の
形状、栽培方法、品種などの導入

（い）スマート農業技術の活用による機械化体系に適合した農産物の
出荷方法の導入

（う）スマート農業技術により得られるデータの共有などを通じた有効な
活用方法の導入

申請先申請先

申請者申請者

例

例

計画策定の手引き等については、農林水産省のホームページに公表されています。
Q＆Aも公開されていますので、ぜひご確認ください！

　　農業生産者が対象！生産方式革新実施計画 　　技術開発企業が対象！ 開発供給実施計画A B
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